
１．活動名

　省エネ家電普及促進事業～省エネマイスターによる省エネ診断・アドバイス事業～
　尚、当事業はセブンイレブンみどりの基金の助成事業です。

２．活動の背景

　京都議定書では２００８～２０１２年の間に、温室効果ガス排出量の１９９０年比６％
削減が義務づけられているが、２００７年度には逆に８．７％増加している。
　特に、家庭部門からの二酸化炭素（CO2）排出量は１９９０年比４０％も増加している。
　家庭からのCO2排出源の３８％を占める電気消費量の削減が必須である。　又、電気
消費量の２/３を占める４品目（エアコン、冷蔵庫、テレビ、照明）に対象を絞って対策する
ことが効果的と考え、これを軸に活動を実施した。

３．活動の目的
　
　宇部市地球温暖化対策ネットワーク(UNCCA)では、２００７年・２００８年度に実施した
「地域連携による省エネ電球促進事業」、「宇部市省エネ家電普及促進事業」を
引き継ぎ、宇部市、及び宇部電器商組合と連携して、２００９年度「省エネ家電促進
事業/うべ省エネマイスターによる省エネ診断・アドバイス事業」を実施する。
　これにより、地球温暖化対策や省エネ家電に一定の知識を有する省エネマイスター
を養成し、一般家庭を対象に省エネ家電の診断やアドバイスを行い、省エネ家電の普及
促進を図る。
　並行して、地域メディア、家電商、行政機関、事業所、学術機関、市民団体等と
連携して、省エネ照明キャンペーン等を実施し、市民や地域を対象にした省エネ意識
の啓発を行い、中長期的に省エネ行動様式が地域に根付くことを目的とする。

４．活動の成果・数値目標

　継続的に事業を行い、省エネ意識・省エネ行動様式が地域・市民に定着することを
目標とするが、単年度（本年度）における目標を以下のとおり定めた。

①省エネ家電に関する意識調査　・・・・一般家庭　    ３００世帯
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電器商組合員　５０店舗
②省エネ診断・アドバイス実施世帯　・・・・５０世帯
③省エネ電球取替個数　・・・・３００個
④照明等の省エネ化　企業・事業所訪問　・・・・１０箇所
⑤省エネ宣言者　・・・・５０名

５．活動の実施期間

　２００９年４月１日～２０１０年３月３１日

６．活動の実施内容、及び結果

１） 省エネ家電に関する意識調査（７月に実施）

　家電製品に対する省エネ対策、省エネ家電の認知度、省エネ製品の購入動機等
を一般家庭に対してアンケート形式で意識調査を実施すると共に、省エネ製品の
認知度、消費者の購買動向、及び省エネ製品販売の動機付け等を電器商組合員に対
てもアンケート形式で意識調査を実施した。
　調査数
　　一般家庭 ３４１世帯（目標　３００世帯）
　　電器商組合員 　５４店舗（目標　　５０店舗　-　-　-　加盟店総数　７３店舗）

　地球温暖化に対して、具体的に数値化して理解している人はそんなに多くはない
と思われるが、大半の人が何らかの形で地球環境に懸念を持っており、家庭での
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省エネ行動の必要性を感じておられることが読み取れる。　
　現在、政府が実施しているエコポイント制度を活用して、省エネタイプの家電製品
への買換えが進んでいるが、今以上に省エネへの対応の必要性を分かり易くキャン
ペーン等をすることが必要である。
　調査内容、集計・分析結果は添付資料（１）、（２）を参照のこと。

２）「うべ省エネマイスター」養成講座実施（８月２０日に実施）

　地元の電器商組合である「宇部電器商組合」の組合員を対象に、省エネマイスター
の養成講座を実施し、４３名が受講した。
　講座受講修了者には「うべ省エネマイスター認定証」を授与した。
　この結果、２００８年授与者４３名、２００９年（本年）授与者１１名の合計５４名が
省エネマイスターとして登録され、今後の活発な活動が期待される。

　講座内容は添付資料（３）を参照のこと。

３）「省エネマイスター」派遣事業（９月１日～１２月２０日に実施）

　省エネ診断を希望する世帯に「うべ省エネマイスター」を派遣し、家電製品の現状
調査と、それらを省エネ家電に取替えた場合の省エネ診断とアドバイスをエアコン・
冷蔵庫・テレビ・白熱電球の４機種に対して実施した。
　機器の診断に加えて、家電の使い方を少し改善するだけで大きな省エネ効果が得
られることを併せて診断した。
　マイスター２９名により１０２世帯の調査・診断・アドバイスを実施した。
　　
　調査内容、集計結果は添付資料（４）、（５）を参照のこと。

　さらに、事業所等を９月１６日～２月９日に訪問し、事務室の照明等について省エネ型
に転換するよう要請活動を行った。
　訪問・要請先数 １９箇所 （目標　１０箇所）

　訪問先は添付資料（６）を参照のこと。　尚、添付カタログ「照明器具リニューアル
のおすすめ」（添付資料（７））にて内容を説明し、採用の検討を要請した。

４）省エネ電球普及キャンペーン（第１期　７月、第２期　１１、１２月に実施）

　宇部電器商組合と連携して、白熱電球に換えて省エネ電球（電球型蛍光灯）普及
促進のキャンペーンを実施した。
　実施に際して、ちらし配布や地元メディア活用による広報・啓発行い、特価での販売
を実施した。
また、省エネ宣言者には省エネ電球や景品（賛同企業からの寄付等）を支給した。
　販売実績 第１期 ２３０ 個（目標　第１、２期合せて３００個）

第２期 ４６５ 個
合計 ６９５ 個

　省エネ宣言者 ５７ 名(目標　５０名)

　　「省エネチャレンジ宣言」申込み書・集計結果は添付資料（８）、（９）を参照のこと。

５）LED照明設置事業所の視察の実施（１月８日に実施）

　一斉にLED照明に切替えた事業所を視察し、費用対効果等を取材した。
　収集した情報は広報の素材として活用する予定である。

　視察事業所 岩国ビジネスホテル＆スパ
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岩国市麻里布町３丁目１－１２
応対者 竹野　幸一　統括課長
弊事務局 仰木　事務局長、清水事務局員

溝田　幹事

　LED照明切替え調査内容は添付資料（１０）を参照のこと。

７．実施スケジュール

　添付資料（１１）を参照のこと。

８．今後の展望
　
　以上の報告の他に、リサイクルフェアー(１０月１１日)、宇部まつり(１１月１日)で省エネ
キャンペーンを実施し、多くの市民に省エネについての体験をして貰い、興味・理解が
得られたと思う。
　また、省エネ家電の開発・普及の現状を知り、自己を啓発すると共に、一般市民
の啓蒙・啓発に役立てるため、省エネセミナー、省エネ家電フォーラムに参加した。
　今後も、宇部電器商組合と協力し、また行政の助言も得て、地球環境保全のために
省エネの大切さを更に一般市民に認知して貰うよう、本年度の活動を来年度以降も
継続していくことが重要である。
　尚、現政府は温暖化ガス排出量削減２５％（１９９０年比）を世界に発信しており、
更なる啓蒙・啓発が求められることは必然である。
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